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令和４年（措）第７号 

排 除 措 置 命 令 書 

大阪市西成区津守三丁目３番１７号 

 古林工業株式会社 

  同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

兵庫県洲本市上加茂４番地の２ 

淡路マテリア株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

公正取引委員会は、上記の者らに対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（以下「独占禁止法」という。）第７条第２項の規定に基づき、次のとお

り命令する。 

なお、主文、理由、別紙１及び別紙２中の用語のうち、別紙２「用語」欄に掲げ

るものの定義は、別紙２「定義」欄に記載のとおりである。 

主    文 

１ 古林工業株式会社（以下「古林工業」という。）及び淡

路マテリア株式会社（以下「淡路マテリア」という。）の

２社（以下「２社」という。）は、それぞれ、次の事項を、

取締役会において決議しなければならない。 

⑴ 別紙１記載の炭素鋼製突合せ溶接式管継手（以下「特

定炭素鋼製管継手」という。）について、２社及び株式

会社ベンカン機工（以下「ベンカン機工」という。）の

３社（以下「３社」という。）が平成２８年１１月１８

日に共同して行った、販売価格の引上げを行っていく旨

の合意が消滅していることを確認すること。  

⑵ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、

建値取引対象商品の販売価格を決定せず、自主的に決め

ること。 



２ 

⑶ 今後、相互に、又は他の事業者と、建値取引対象商品

の販売価格に関する情報交換を行わないこと。 

２ ２社は、それぞれ、前項に基づいて採った措置を、相互

に通知するとともに、自社の特定炭素鋼製管継手の取引先

である一次問屋に通知し、かつ、自社の従業員に周知徹底

しなければならない。これらの通知及び周知徹底の方法に

ついては、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなけ

ればならない。 

３ ２社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の

事業者と共同して、建値取引対象商品の販売価格を決定し

てはならない。 

４ ２社は、今後、それぞれ、相互に、又は他の事業者と、

建値取引対象商品の販売価格に関する情報交換を行って

はならない。 

５ ２社は、それぞれ、第１項及び第２項に基づいて採った

措置を速やかに公正取引委員会に報告しなければならな

い。 

理    由 

第１ 事実 

１ 関連事実 

⑴ 名宛人等の概要 

ア 古林工業は、肩書地に本店を置き、炭素鋼製突合せ溶接式管継手の製造

販売に係る事業を営む者である。 

イ 淡路マテリアは、肩書地に本店を置き、炭素鋼製突合せ溶接式管継手

の販売に係る事業を営む者である。 

ウ 名宛人以外のベンカン機工は、群馬県太田市六千石町５番地１に本店

を置き、炭素鋼製突合せ溶接式管継手の製造販売に係る事業を営む者で

ある。 

なお、ベンカン機工は、日鉄住金機工株式会社（平成２４年１０月１日

の商号変更前は住金機工株式会社をいう。以下同じ。）が、平成２８年８



３ 

月１日付けで、吸収分割により、株式会社ベンカン（平成２６年９月１日

の商号変更前は株式会社ベンカン・ジャパンをいう。）から同社の炭素鋼

製突合せ溶接式管継手の製造販売に係る事業を承継し、現商号に変更した

者である。 

⑵ 特定炭素鋼製管継手の取引形態等 

ア ３社は、それぞれ、炭素鋼製突合せ溶接式管継手のうち、比較的取引量

が多いＦＳＧＰ及びＰＴ３７０と称されるものについて、建値を定め、こ

れを掲載した価格表を一次問屋に配布していた。 

イ ３社は、それぞれ、一次問屋に対し、特定炭素鋼製管継手を直接又は商

社を通じて販売していた。 

ウ ３社は、それぞれ、特定炭素鋼製管継手の販売価格について、適用する

建値及び掛率を一次問屋と交渉して決定の上、建値に掛率を乗じる方法に

より定め、商社を通じて一次問屋に販売する場合には、当該販売価格から

当該商社の口銭を差し引いたものを自らの販売価格としていた。 

エ ３社の特定炭素鋼製管継手の販売金額の合計は、我が国における特定炭

素鋼製管継手の総販売金額のほとんど全てを占めていた。 

２ 合意の成立 

⑴ ２社、株式会社ベンカン・ジャパン及び日鉄住金機工株式会社は、かねて

から、営業責任者級の者らが会合を開催するなどして、炭素鋼製突合せ溶接

式管継手の販売価格等について情報交換を行っており、平成２５年に、各社

がそれぞれ建値を定める炭素鋼製突合せ溶接式管継手について建値を引き

上げる改定を行う際、各社の建値が一致するよう調整していた。 

⑵ ３社は、利益の確保を図るため、３社の営業責任者級の者らが、平成２８

年９月１６日以降、ベンカン機工と淡路マテリアの間で、及び、ベンカン機

工と古林工業の間で、順次、会合を開催するなどして、３社がそれぞれ建値

を定める炭素鋼製突合せ溶接式管継手について、３社が共同して販売価格の

引上げを行っていく旨の認識を共有した。 

⑶ ３社は、３社の営業責任者級の者が、平成２８年１１月１８日に会合を開

催し、前記(2)の３社が共同して行う販売価格の引上げを、３社がそれぞれ建

値を定める炭素鋼製突合せ溶接式管継手のうち、ＦＳＧＰ及びＰＴ３７０と

称されるものについて行っていく旨の認識を共有し、もって、３社が共同し



４ 

て特定炭素鋼製管継手の販売価格の引上げを行っていく旨を合意した。 

３ 実施状況 

⑴ ３社は、前記２(3)の合意に基づき、３社の実務者級の者らによる会合を開

催するなどして、累次、次のとおり、特定炭素鋼製管継手の販売価格の引上

げの具体的な内容及び実施方法を３社の話合いにより決定するとともに、そ

れぞれ、一次問屋に対して、掛率の引上げや建値の改定を申し入れるなどし

て、特定炭素鋼製管継手の販売価格をおおむね引き上げていた。 

ア 平成２８年１１月１８日に会合を開催するなどして、同年１２月２１日

出荷分から、掛率を最低でも２６まで引き上げる旨を決定し、それぞれ、

一次問屋に対して、掛率を引き上げる旨を申し入れた。 

イ 平成２９年１月６日に会合を開催するなどして、同年３月２１日出荷分

又は同年４月１日出荷分から適用する建値を平成２５年版価格表に掲載

した建値と比較しておおむね２０パーセント引き上げるとともに、掛率を

２８とすることを目標にして最低でも２６とする旨を決定し、それぞれ、

当該決定に基づいて新たな建値を設定した上で、一次問屋に対して、当該

建値を掲載した価格表等を配布して、建値の改定及び掛率の引上げを申し

入れた。 

ウ 平成２９年１１月２０日に会合を開催するなどして、平成３０年１月２

１日出荷分又は同年２月１日出荷分から、現行の販売価格と比較して１５

パーセント引き上げることができる水準まで掛率を引き上げる旨を決定

し、それぞれ、一次問屋に対して、掛率を引き上げる旨を申し入れた。 

エ 平成３０年５月１４日に会合を開催するなどして、同年７月２１日出荷

分又は同年８月１日出荷分から、現行の販売価格と比較して１５パーセン

ト引き上げることができる水準まで掛率を引き上げる旨を決定し、それぞ

れ、一次問屋に対して、掛率を引き上げる旨を申し入れた。 

オ 平成３０年１２月２６日に会合を開催するなどして、平成３１年４月１

日出荷分から適用する建値を平成２９年版価格表に掲載した建値と比較

しておおむね１０パーセントから１５パーセント引き上げるとともに、掛

率を最低でも２６とする旨を決定し、それぞれ、当該決定に基づいて新た

な建値を設定した上で、一次問屋に対して、当該建値を掲載した価格表等

を配布して、建値の改定等を申し入れた。 
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⑵ ３社は、前記２(3)の合意の実効を確保するため、おおむね毎月１回、３社

の実務者級の者らによる会合を開催して、掛率の引上げや建値の改定状況に

ついて情報交換を行うなどしていた。 

４ 合意の消滅 

⑴ ベンカン機工は、令和元年１２月２日、課徴金の減免に係る事実の報告及

び資料の提出に関する規則（令和２年公正取引委員会規則第３号）による改

正前の課徴金の減免に係る報告及び資料の提出に関する規則（平成１７年公

正取引委員会規則第７号）第１条第１項の規定に基づき、公正取引委員会に

対して様式第１号による報告書を提出するとともに、自社の炭素鋼製突合せ

溶接式管継手の営業責任者等に対して前記２(3)の合意に基づく行為を行わ

ない旨の指示を行い、同日以降、同合意に基づく行為を行っていない。 

⑵ 令和２年１１月２５日、本件について、公正取引委員会が独占禁止法第４

７条第１項第４号の規定に基づく立入検査を行ったところ、同日以降、前記

２(3)の合意に基づく行為は取りやめられている。このため、同日以降、同合

意は事実上消滅しているものと認められる。 

第２ 法令の適用 

前記事実によれば、３社は、共同して、特定炭素鋼製管継手の販売価格の引

上げを行っていく旨を合意することにより、公共の利益に反して、特定炭素鋼

製管継手の販売分野における競争を実質的に制限していたものであって、この行為

は、独占禁止法第２条第６項に規定する不当な取引制限に該当し、独占禁止法

第３条の規定に違反するものである。 

また、前記の違反行為は既になくなっているが、２社については、いずれも、

独占禁止法第７条第２項第１号に該当する者であり、違反行為が長期間にわ

たって行われていたこと等の諸事情を総合的に勘案すれば、特に排除措置を命

ずる必要があると認められる。 

よって、２社に対し、独占禁止法第７条第２項の規定に基づき、主文のとお

り命令する。 

令和４年１２月１５日 

公 正 取 引 委 員 会 
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委員長 古  谷  一  之 

委 員 山  本  和  史 

委 員 三  村  晶  子 

委 員 青  木  玲  子 

委 員   田  安  志 

注釈 《 》部分は、公正取引委員会事務総局において原文に匿名化等の処理をし

たものである。 



別紙１ 

炭素鋼製突合せ溶接式管継手のうち、ＦＳＧＰ又はＰＴ３７０と称されるもので

あって、かつ、３社のそれぞれの価格表において共通してその建値が掲載されてい

るものであり、自社のブランドを付した炭素鋼製突合せ溶接式管継手を販売する事

業者と一次問屋との間で建値及び掛率によりその販売価格が決定されるもの。 



別紙２ 

番号 用語 定義 

１ 
炭素鋼製突合せ

溶接式管継手 

端部を突き合わせて溶接する接合方式を用いた炭素

鋼製の管継手 

２ 価格表 

自社のブランドを付した炭素鋼製突合せ溶接式管継

手を販売する事業者がそれぞれ作成する、炭素鋼製突合

せ溶接式管継手の建値を掲載する冊子

３ 建値 
炭素鋼製突合せ溶接式管継手の形状及び寸法並びに

亜鉛めっきの有無ごとに定めた取引の基準となる価格 

４ 一次問屋 

自社のブランドを付した炭素鋼製突合せ溶接式管継

手を販売する事業者から炭素鋼製突合せ溶接式管継手

を仕入れて、需要家や同業者に販売する事業者 

５ 掛率 
建値を基準に炭素鋼製突合せ溶接式管継手の販売価

格を定める際に、建値に乗じる割合を示す数値 

６ 
建値取引対象商

品 

炭素鋼製突合せ溶接式管継手のうち、ＦＳＧＰ又はＰ

Ｔ３７０と称されるものであって、かつ、価格表にその

建値が掲載されているものであり、３社のうち１社以上

と一次問屋との間で建値及び掛率によりその販売価格

が決定されるもの 


